
法人名　社会福祉法人　幸済会

１． 重要な会計方針
（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 該当なし
（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 該当なし
（３） 固定資産の減価償却の方法 定額法
（４） 引当金の計上基準

　退職給与引当金　・・・　横浜市社会福祉協議会　民間社会福祉事業従事者年金共済事業の基準により計算
（５） 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式による

２． 法人で採用する退職給付制度
横浜市社会福祉協議会　民間社会福祉事業従事者年金共済事業に定める給付制度を採用

３． 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分
（１） 法人全体の計算書類（第1号の1様式、第2号の1様式、第3号の1様式）
（２） 事業区分別内訳表（第1号の2様式、第2号の2様式、第3号の2様式）
（３） 社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第1号の3様式、第2号の3様式、第3号の3様式）
（４） 各拠点区分におけるサービス区分の内容

ア. かわしまホーム拠点区分
① 法人本部
② 特別養護老人ホームかわしまホーム
③ デイサービスセンターかわしまホーム
④ ショートステイかわしまホーム
⑤ 指定居宅介護支援事業所かわしまホーム
⑥ 居宅介護支援事業所　さくら

イ. 左近山地域ケアプラザ拠点区分
① 左近山地域ケアプラザ地域活動交流事業
② 地域包括支援センター左近山地域ケアプラザ
③ デイサービス左近山地域ケアプラザ
④ 指定居宅介護支援事業者左近山地域ケアプラザ

ウ. 三幸の園拠点区分
① グループホーム三幸の園
② デイサービスセンター三幸の園
③ 共用型デイサービス三幸の園
④ ショートステイ三幸の園
⑤ 居宅介護支援事業所三幸の園

エ. グループホームかわしまの園拠点区分
① グループホームかわしまの園いちょう
② グループホームかわしまの園けやき　
③ 共用型デイサービスかわしまの園
④ ショートステイかわしまの園

オ. グループホームかわしまの里拠点区分
① グループホームかわしまの里一茶
② グループホームかわしまの里芭蕉
③ 共用型デイサービスかわしまの里
④ ショートステイかわしまの里

カ. 小規模多機能型居宅介護事業所　悠久の里拠点区分
① 小規模多機能型居宅介護事業所　悠久の里

４． 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及びは以下のとおりである
（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
1,182,250,000 0 0 1,182,250,000

338,911,477 0 30,860,939 308,050,538
1,521,161,477 0 30,860,939 1,490,300,538

５． 会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等の特別積立金の取崩し

減価償却費の期間費用計上に対応して、 21,735,149 円を取崩し

建　物

基本財産の種類
土　地

計算書類に対する注記

合　計

６． 担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである

土地（基本財産） 162,240,000
建物（基本財産） 16,610,095

計 178,850,095

担保にしている債務の種類及び金額は以下のとおりである

設備資金借入金 15,300,000

７． 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（単位：円）
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2,164,533,390 1,856,482,852 308,050,538
26,680,921 14,090,436 12,590,485

106,598,450 55,390,666 51,207,784
9,112,907 9,112,903 4

109,014,027 92,881,797 16,132,230
2,415,939,695 2,027,958,654 387,981,041

８． 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

なし

９． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

なし

１０． 関連当時者との取引の内訳

なし

１１． 重要な偶発債務

なし

１２． 重要な後発事象

なし

１３． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかに
するために必要な事項

なし

合　計

計

建物 基本財産
構築物

建物付属設備
車輌運搬具

器具及び備品



拠点区分　かわしまホーム

１． 重要な会計方針
（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 該当なし
（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 該当なし
（３） 固定資産の減価償却の方法 定額法
（４） 引当金の計上基準

　退職給与引当金　・・・　横浜市社会福祉協議会　民間社会福祉事業従事者年金共済事業の基準により計算
（５） 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式による

２． 法人で採用する退職給付制度
横浜市社会福祉協議会　民間社会福祉事業従事者年金共済事業に定める給付制度を採用

３． 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分
（１） かわしまホーム拠点区分

（第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式）

４． 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及びは以下のとおりである

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
968,890,000 0 0 968,890,000
330,563,934 0 27,079,047 303,484,887

1,299,453,934 0 27,079,047 1,272,374,887

５． 会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等の特別積立金の取崩し

減価償却費の期間費用計上に対応して、 21,735,149 円を取崩し

６． 担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである

土地（基本財産） 162,240,000
建物（基本財産） 12,044,448

174,284,448

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである（１年以内返済予定額を含む）

設備資金借入金 7,500,000
7,500,000

７． 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
1,936,442,590 1,632,957,703 303,484,887

25,832,488 13,242,004 12,590,484
88,496,450 37,288,669 51,207,781

6,395,373 6,395,371 2
87,163,288 74,722,838 12,440,450

2,144,330,189 1,764,606,585 379,723,604

基本財産の種類

計算書類に対する注記

計

計

土地
建物
合計

構築物
建物付属設備
車輌運搬具

器具及び備品
合　計

建物 基本財産

８． 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

なし

９． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

なし

１０． 関連当時者との取引の内訳

なし

１１． 重要な偶発債務

なし

１２． 重要な後発事象

なし

１３． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかに
するために必要な事項

なし

１4． オペレーティング・リース取引関係

なし



拠点区分　左近山地域ケアプラザ

１． 重要な会計方針
（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 該当なし
（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 該当なし
（３） 固定資産の減価償却の方法 定額法
（４） 引当金の計上基準

　退職給与引当金　・・・　横浜市社会福祉協議会　民間社会福祉事業従事者年金共済事業の基準により計算
（５） 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式による

２． 法人で採用する退職給付制度
横浜市社会福祉協議会　民間社会福祉事業従事者年金共済事業に定める給付制度を採用

３． 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分
（１） 左近山地域ケアプラザ拠点区分（第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式）

４． 基本財産の増減の内容及び金額

なし

５． 会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等の特別積立金の取崩し

なし

６． 担保に供している資産

なし

７． 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
2,611,360 2,611,359 1
3,821,585 3,382,071 439,514
6,432,945 5,993,430 439,515

８． 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

なし

９． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

なし

１０． 関連当時者との取引の内訳

なし

１１． 重要な偶発債務

なし

１２． 重要な後発事象

なし

合　計

計算書類に対する注記

車輌運搬具
器具及び備品

１３． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかに
するために必要な事項

なし

１4． オペレーティング・リース取引関係

なし



拠点区分　三幸の園

１． 重要な会計方針
（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 該当なし
（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 該当なし
（３） 固定資産の減価償却の方法 定額法
（４） 引当金の計上基準

　退職給与引当金　・・・　横浜市社会福祉協議会　民間社会福祉事業従事者年金共済事業の基準により計算
（５） 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式による

２． 法人で採用する退職給付制度
横浜市社会福祉協議会　民間社会福祉事業従事者年金共済事業に定める給付制度を採用

３． 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分
（１） 三幸の園拠点区分（第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式）

４． 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及びは以下のとおりである
（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
213,360,000 0 0 213,360,000

4 0 0 4
213,360,004 0 0 213,360,004

５． 会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等の特別積立金の取崩し

なし

６． 担保に供している資産

なし

７． 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
124,140,800 124,140,796 4

7,591,500 7,591,499 1
6,801,402 5,726,020 1,075,382

138,533,702 137,458,315 1,075,387

８． 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

なし

９． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

なし

１０． 関連当時者との取引の内訳

なし

１１． 重要な偶発債務

なし

建物 基本財産

合計

建物付属設備
器具及び備品

合　計

基本財産の種類
土地
建物

計算書類に対する注記

１２． 重要な後発事象

なし

１３． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかに
するために必要な事項

なし

１4． オペレーティング・リース取引関係

なし



拠点区分　かわしまの園

１． 重要な会計方針
（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 該当なし
（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 該当なし
（３） 固定資産の減価償却の方法 定額法
（４） 引当金の計上基準

　退職給与引当金　・・・　横浜市社会福祉協議会　民間社会福祉事業従事者年金共済事業の基準により計算
（５） 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式による

２． 法人で採用する退職給付制度
横浜市社会福祉協議会　民間社会福祉事業従事者年金共済事業に定める給付制度を採用

３． 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分
（１） かわしまの園拠点区分（第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式）

４． 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及びは以下のとおりである

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
8,347,539 0 3,781,892 4,565,647
8,347,539 0 3,781,892 4,565,647

５． 会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等の特別積立金の取崩し

なし

６． 担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである

建物（基本財産） 4,565,647
4,565,647

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである（１年以内返済予定額を含む）

設備資金借入金 7,800,000
7,800,000

７． 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
103,950,000 99,384,353 4,565,647

848,433 848,432 1
5,470,500 5,470,499 1
3,392,274 2,282,900 1,109,374

113,661,207 107,986,184 5,675,023

８． 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

なし

９． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

なし

１０． 関連当時者との取引の内訳

なし

計

計

構築物

合　計

基本財産の種類
建物
合計

計算書類に対する注記

建物 基本財産

建物付属設備
器具及び備品

１１． 重要な偶発債務

なし

１２． 重要な後発事象

なし

１３． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかに
するために必要な事項

なし

１4． オペレーティング・リース取引関係

なし



拠点区分　かわしまの里

１． 重要な会計方針
（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 該当なし
（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 該当なし
（３） 固定資産の減価償却の方法 定額法
（４） 引当金の計上基準

　退職給与引当金　・・・　横浜市社会福祉協議会　民間社会福祉事業従事者年金共済事業の基準により計算
（５） 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式による

２． 法人で採用する退職給付制度
横浜市社会福祉協議会　民間社会福祉事業従事者年金共済事業に定める給付制度を採用

３． 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分
（１） かわしまの里拠点区分（第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式）

４． 基本財産の増減の内容及び金額

なし

５． 会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等の特別積立金の取崩し

なし

６． 担保に供している資産

なし

７． 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
5,040,000 5,039,999 1
4,966,794 4,577,502 389,292
10,006,794 9,617,501 389,293

８． 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

なし

９． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

なし

１０． 関連当時者との取引の内訳

なし

１１． 重要な偶発債務

なし

１２． 重要な後発事象

なし

合　計

計算書類に対する注記

建物付属設備
器具及び備品

１３． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかに
するために必要な事項

なし

１4． オペレーティング・リース取引関係

なし



拠点区分　悠久の里

１． 重要な会計方針
（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 該当なし
（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 該当なし
（３） 固定資産の減価償却の方法 定額法
（４） 引当金の計上基準

　退職給与引当金　・・・　横浜市社会福祉協議会　民間社会福祉事業従事者年金共済事業の基準により計算
（５） 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式による

２． 法人で採用する退職給付制度
横浜市社会福祉協議会　民間社会福祉事業従事者年金共済事業に定める給付制度を採用

３． 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分
（１） 悠久の里拠点区分（第1号の4様式、第2号の4様式、第3号の4様式）

４． 基本財産の増減の内容及び金額

なし

５． 会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等の特別積立金の取崩し

なし

６． 担保に供している資産

なし

７． 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

106,174 106,173 1
2,868,684 2,190,466 678,218
2,974,858 2,296,639 678,219

８． 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

なし

９． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

なし

１０． 関連当時者との取引の内訳

なし

１１． 重要な偶発債務

なし

１２． 重要な後発事象

なし

計算書類に対する注記

車両運搬具
器具及び備品
合　計

１３． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかに
するために必要な事項

なし

１4． オペレーティング・リース取引関係

なし


